
主文
　　　　　　　　　　　被告人は無罪。
　　　　　　　　　　　　　　理由
第１　本件公訴事実の要旨は，以下の通りである。すなわち，
「　被告人は，
第１　Ａ及びその家族の住民登録を不正に異動した上，同人の印鑑登録等を行うと
ともに，同人らを被保険者とする国民健康保険被保険者証を騙し取ろうと企て，
１　平成１３年６月１８日，愛知県ａ郡ｂ町所在のｂ町役場において，行使の目的
で，Ａ’作成名義の住民異動届１通を偽造した上，これを真正に成立したもののよ
うに装って提出行使し，Ａらが愛知県ａ郡ｂ町から名古屋市ｃ区ｄ町ｅマンション
x号に転出した旨虚偽の申立てをし，同役場に設置された電子計算機の磁気ディスク
にその旨不実の記録をさせて，これを備え付けさせ，
２　同月中旬ころ，当時の被告人方である上記ｅマンションx号において，行使の目
的で，Ａ’作成名義の住民異動届（転入）及び住民異動届（国民健康保険資格取得
届）各１通並びに印鑑登録申請書１通をそれぞれ偽造した上，同月１８日，同区ｆ
１丁目所在の名古屋市ｃ区役所において，これらを真正に作成されたもののように
装って一括して提出行使し，Ａが愛知県ａ郡ｂ町から上記ｅマンションx号に転入し
た旨虚偽の申立てをするとともに，同人の印鑑登録の申請及び同人らを被保険者と
する国民健康保険被保険者証の交付の申請をし，
　　(1)　そのころ，同区役所において，名古屋市l区ｍ所在の名古屋市役所総務局
企画部情報化推進課に設置された電子計算機の磁気ディスクに，Ａが愛知県ａ郡ｂ
町からｅマンションx号に転入した旨不実の記録をさせて，これを備え付けさせ，
　　(2)　同月中旬ころ，同市ｇ区ｈ１丁目所在のiハイツ４０５号室の当時の被告
人方において，行使の目的で，Ａ本人の申請行為である旨の同人作成名義の印鑑登
録申請にかかる回答書１通を偽造し，同月２９日，名古屋市ｃ区役所において，こ
れをあたかも真正に作成されたもののように装って提出行使して，Ａ本人による印
鑑登録申請である旨の虚偽の申立てをし，同区役所備付けの公正証書の原本である
印鑑票原本にその旨不実の記載をさせた上，同所にこれを備え付けさせ，
　　(3)　同日，名古屋市ｃ区役所において，同区役所係員に対し，Ａ本人による国
民健康保険被保険者証の交付申請である旨を確認するため同区役所から配送された
保険証交付の「お知らせ」と題するはがきに所定の事項を記入して提出し，Ａ本人
による国民健康保険被保険者証の交付申請である旨誤信させ，Ａらを被保険者とす
る国民健康保険被保険者証１通の交付を受けて，これを騙し取り，
第２　Ｂ及びその家族の住民登録を不正に異動した上で，同人の印鑑登録等を行お
うと企て，
　１　同年７月１０日ころから同月１９日ころまでの間，名古屋市ｃ区役所におい
て，行使の目的で，Ｂ作成名義の住民異動届１通を偽造し，
　２　同月１５日ころから同月１９日ころの間，同市ｃ区j１丁目所在の「kマンシ
ョン」y号当時の被告人方ほか１か所において，行使の目的で，Ｂ作成名義の印鑑登
録申請書１通を偽造し，
　３　同日ころ，名古屋市ｃ区役所において，行使の目的で，Ｂ作成名義の住民票
の写し等交付申請書１通を偽造した上，
同日ころ，同所において，上記１ないし３のとおり偽造した書面をそれぞれあたか
も真正に成立したもののように装って一括して提出行使し，
第３　Ａになりすまし，再交付名下に運転免許証を不正に取得しようと企て，同月
１７日，名古屋市l区ｍ町所在の愛知県警察本部交通部運転免許試験場において，行
使の目的で，Ａ作成名義の運転免許証再交付申請書１通を偽造した上，これをあた
かも真正に成立したもののように装い提出行使して，Ａが運転免許証の再交付を申
請している旨の虚偽の申立てをし，愛知県公安委員会発行の運転免許証に，Ａが同
日運転免許証の再交付を受けた旨の不実の記載をさせるとともに，同係員から，愛
知県公安委員会発行に係る上記Ａに対する運転免許証１通の交付を受け，
第４　同年１２月中旬ころから同月下旬ころまでの間，名古屋市ｃ区n町１丁目所在
の「oマンション」２０５号室当時の被告人方において，行使の目的で，Ｄ作成名義
の郵便貯金通帳等再交付請求書１通を偽造した上，同月２３日ころ，これをあたか
も真正に成立したもののように装い，愛知県ａ郡ｂ町所在のｂ郵便局あてに郵送
し，同月２５日ころ，同所において，同郵便局局長にこれを受付けさせて行使し，
第５　同１４年１月中旬ころ，愛知県p市ｑ町３丁目所在の有限会社甲寮１０２号室
の被告人方において，行使の目的で，Ｄ作成名義の会員入会申込書１通を偽造した



上，同月１５日ころ，これをあたかも真正に成立したもののように装い，名古屋市
r区s２丁目所在の乙株式会社s支社s支店あてに郵送し，同月１７日ころ，同所にお
いて，同支店支店長にこれを受付させて行使した。」
というものである。
　公判廷において取り調べられた関係各証拠によれば，本件各公訴事実は，被告人
の責任能力の点を除いて，合理的な疑いを差し挟む余地なく認めることができる
（なお，被告人は，前記第４及び第５の事実［以下，これを「第２次事件」とい
う。］につき，外形的行為は認めながらも，Ｄから指示を受けて行ったものである
旨述べるが，同人の公判廷における証言等の関係各証拠によれば，被告人の弁解供
述は到底信用することができない。）。
　ところで，前記第１ないし第３の各事実（以下，これを「第１次事件」とい
う。）については，平成１４年５月１４日に名古屋高等裁判所において，被告人が
各犯行当時心神耗弱の状態にあったとの疑いが残り，責任能力を的確に判断するた
めには精神鑑定を行うなど審理を尽くす必要があるとして，原判決を破棄した上，
事件を名古屋地方裁判所に差戻す旨の判決が宣告された。また，弁護人は，本件各
犯行当時，被告人は心神喪失の状態にあり，無罪である旨主張する。
　そこで，当裁判所は，被告人に対する精神鑑定等の必要な証拠調べを尽くした結
果，被告人は，本件各犯行当時，統合失調症に罹患していたとともに，本件各犯行
は，その影響下で行われたもので，被告人は心神喪失の状態にあったと判断した。
その理由は以下のとおりである。
第２　前提となる事実関係
　当裁判所において取り調べられた関係各証拠によれば，被告人の本件各犯行当時
の精神状態を検討する前提として，以下の事実関係が認められる。
１　被告人は，昭和４５年に中学校を卒業した後，化粧品卸売を営む会社の経理事
務員として稼働する一方で定時制高校に通い，昭和４７年ころ稼働先においてＤと
知り合って同人といわゆる不倫関係となった。しかし，被告人がＥと婚姻したこと
をきっかけに，遅くとも昭和５４年頃にはＤとの関係は解消し，以後は数年に１度
くらい電話で近況の報告をする程度の関係となり，前記公訴事実第１の犯行に及ぶ
までの５年間は連絡も絶えていた状態であった。
２　昭和６１年６月，被告人は，名古屋市から半田市へと転居した。Ｅによれば被
告人は，転居当初は，近所付き合いを上手くやっていたようであったが，次第に他
人の不満や悪口を言うようになり，Ｅは，かかる被告人の挙動を不思議に思うこと
が何度もあった。平成７年ころより，被告人は，証書や印鑑にこだわり，多量の収
入印紙類を買い込み，Ｅ名義の少額の通帳を何冊も作ったり，名簿や金銭出納帳を
何回もコピーしたり，印鑑を作ったりするなどの行動に及び，あるいは会社をおこ
すことなどを考えて思い詰めている様子がみられた。そして，平成１０年頃から
は，被告人の異常な言動が持続するようになり，同年１２月７日，被告人は，自宅
のフライパンを持ち出して隣の家の車を叩くという異常な行動に及んだため，同月
から翌年１月にかけて
，t病院精神科に通院し，神経症（ノイローゼ，軽い鬱病）との診断を受け，さら
に，同月１３日から同年８月にかけて，被告人は，u病院において，躁鬱病であると
の診断を受けて通院治療を受けた。被告人は，通院後も家計を顧みることなく印紙
等を買いあさるなどしたため，困窮したＥは，同１２年夏ころ被告人と離婚したと
ころ，被告人から勝手に電気，水道，電話の解約手続きをとられたりするなどの嫌
がらせを受けた。一方で，被告人は同年９月ころより，Ｄの自宅に救急車を呼ぶ，
電話線を切断する，電話を解約するなどの行為に及び，同１３年２月にはＤに対し
て，慰謝料の請求書を送りつけたり，Ｄの息子に対して，「お前の親は人を殺し
て」などと書かれたはがきを送りつけた。実家に戻った被告人は，その後も，他人
の名前の印鑑や収入印
紙等を買い込んで夜遅くまで書き物をするなどの異常な行動を繰り返し，同年４月
２０日及び同年５月１日には，v病院に通院したが，同病院では人格障害と診断され
た。同月中旬頃には，被告人は，会社設立に用いるとしてＨと刻した印鑑２セット
（代金合計１３万円）を注文したが，代金を支払えなかったため引き取ることがで
きなかった。
３　被告人は，同年６月から７月にかけて，第１次事件の各犯行に及んで同月１９
日に逮捕されたが，身柄拘束中にＤに対し，慰謝料を請求する内容のはがきを送付
するなどしている。そして，第１次事件につき同年１１月２９日，名古屋地方裁判
所において，懲役２年６月，執行猶予４年の有罪判決を受けて，同日釈放された



が，同年１２月１１日付けで，これを不服として被告人は控訴した。控訴する一方
で，被告人は，釈放後もＤの自宅にピザの宅配を配達させるなどの嫌がらせを続け
るとともに，第２次事件の各犯行に及び，同１４年１月２４日，前記公訴事実第４
の事実によって逮捕され，第５の事実と合わせて公判請求され，名古屋高等裁判所
より差し戻された第１次事件と併合して当裁判所において審理が行われた。逮捕後
も被告人は拘置所から
弁護人や当裁判所に対して，趣旨が判然としない手紙や電報をたびたび送り付け，
また公判廷における質問に対する応答は支離滅裂であり，趣旨が不明である意見書
を提出するなどもしており（第８回公判），被告人の言動には，精神障害の存在を
がうかがわせるものがある。
第３　鑑定                          
１　当裁判所は，鑑定人Ｆ医師により被告人の精神鑑定を実施した（以下，同人作
成の鑑定書を「Ｆ鑑定書」と，Ｆ鑑定書及び同人の公判廷における証言を併せて
「Ｆ鑑定」という。）。
　　Ｆ鑑定は，被告人との面接や心理検査等を経て，①被告人の思考過程は，原因
と結果の間で正当な因果関係がないにも関わらず確信にいたる点で，連想弛緩的で
あり，滅裂思考へと移行すること，②被告人の思考には，他者との共感のない自閉
性が強く認められること，③被告人には，身体感覚異常が認められること，さらに
は，④昭和５４年ころより，被告人に妄想知覚（普通の人はそのようにとらえない
出来事を妄想的に知覚するという現象）が認められること（前記の平成１０年１２
月に隣の車をフライパンで叩いて壊した点についても，その背景として，隣家に対
する妄想知覚がある。）などの精神的所見を踏まえ，被告人は，結婚以後のある時
期を境に統合失調症特有の症状が現れ，遅くとも，昭和６１年に半田市に転居した
ころには，統合失調
症が発病したものと認められ，第２次事件の各犯行当時，被告人は，統合失調症の
影響により是非弁別の判断能力及び行動制御能力を喪失していたとする。
２　検察官は，以下のとおり主張して，Ｆ鑑定には欠陥があり，信用することがで
きないとするが，所論はいずれも採ることができない。
　(1)　すなわち，まず，検察官は，Ｆ鑑定は，被告人が犯行時の責任能力を強く意
識することとなった第１次事件控訴審判決後の，疾病利得の色彩が強まった被告人
の供述状況や問題行動に目を奪われ，本件記録中にはないＥに対する電話聴取結果
に過度に傾倒するものであって，鑑定資料の選択，評価に問題があるという。
　　しかし，Ｆ鑑定は，第１次事件に至る前の被告人の生活歴を検討して，被告人
には妄想知覚が認められることなどを踏まえて，統合失調症に罹患しているとの鑑
定結果を導いたものであって，第１次事件控訴審判決後における被告人の問題行動
にのみとらわれたものではないことは明らかである。また，Ｅに対する電話聴取結
果は，被告人の本件犯行以前の状況を検討するにあたって重要な資料であるし，そ
の内容についても，特段その信用性を疑うべき事情は認められず，鑑定資料の収
集，選択に問題があったともいえない。Ｆ鑑定は，当裁判所により鑑定を命じられ
た当時における証拠を十分に参酌し，かつ専門の精神医学的知見等を駆使し，被告
人の統合失調症の発生，経過，特質等を検討して鑑定結果を導いたものであること
が認められるのであり
，この点についての検察官の主張は採用できない。
　(2)　次に，検察官は，Ｆ鑑定は，被告人について，統合失調症特有の自我の脆弱
性は感じられなかったと認めながら，被告人を統合失調症と判断しており，推論の
過程に問題があると主張する。
　　しかし，統合失調症であるか否かは，同疾病を特徴づける各要素を総合的に判
断することによって，診断結果が得られるものであって，その要素の１つである自
我の脆弱性が認められないとの一点のみから，被告人は統合失調症ではないとの結
論が導き出されるものではないことは論をまたないものである。そして，この点に
つき，Ｆ鑑定は，被告人の置かれた環境が家庭的にも経済的にも破綻を来した中
で，なおかつ自分の思考にしがみつき，恨むべき人を見つけて攻撃をエネルギーに
していることから説明できるとしており，かかる説明に不合理な点は認められな
い。よってこの点に関する検察官の主張も採用できない。
　(3)　さらに，検察官は，Ｆ鑑定においては，被告人が統合失調症に罹患していた
ことを示す症状として人格水準の低下とこれに伴う判断力の低下を指摘し，かかる
症状の発露と思料される例として，本件各犯行態様の稚拙さと，被告人が第１次事
件第１審判決において，執行猶予が付されたにもかかわらず，これを控訴したこと



をあげているが，これらの事情は被告人の判断力の障害を示すものではないのであ
って，同鑑定は事実の評価についても，独善又は誤りが散見される旨指摘する。
　　しかしながら，後述するとおり，本件各犯行態様は稚拙なものと評するべきも
のであるし，事実関係について争いがない事案についてされた執行猶予判決に対し
て控訴することは，一般的にはまれというべきであるから，これらの点を指摘して
被告人の判断力の低下をいうＦ鑑定の事実の評価に誤りがあるとはいいがたい。加
えて，Ｆ鑑定においては，心理検査を併用しており，同検査結果によれば，鑑定時
における被告人の知的能力は，ＩＱ６８と軽度の精神発達遅滞に近い水準にあり，
特に，判断力に顕著な問題が見られることなどが認められるのであって，被告人の
判断力に障害が見られるとのＦ鑑定の評価は，心理検査の結果からも裏付けられる
ものである。この点からしても，事実の評価に誤りがあるとの検察官の主張は採る
ことができない。
３　以上のとおり，Ｆ鑑定は，十分な判断資料に基づき，精神医学の知見に照ら
し，合理的な推論の結果として被告人の第２次事件当時の精神状態についての結論
を導いたものと評価できるのであり，十分に信用することができる。
４　ところで，被告人が第２次事件に及んだ後まもなく，Ｇ医師によって被告人に
対する精神鑑定（以下「Ｇ鑑定」という。）が実施されており，同鑑定は，被告人
には，統合失調症の中心症状である，①妄想，②幻覚，③解体した会話，④ひどく
解体した又は緊張病性の行動及び⑤陰性症状（感情の平板化，思考の貧困又は意欲
の欠如）のうち②ないし⑤がいずれも欠如している上，①については，被告人に被
害関係妄想を疑わせる言動があるとしながらも，これは，誤った確信で訂正不能な
妄想とは異なるので，被告人が統合失調症であったとは診断できず，反社会性人格
障害の基準を満たしているとして，被告人に対して，完全責任能力を問うことがで
きるとする。
　　しかし，Ｇ鑑定は，１回の面接及び捜査記録のみから判断したものである点で
鑑定資料及び鑑定方法について必ずしも十分なものとは言えず，同鑑定の結論を採
用することには躊躇を覚えるといわざるをえない（なお，同鑑定においても，被告
人においては，行動の制御が困難である旨及び第２次事件の各犯行は，妄想的な思
い込みに影響されたものである旨の指摘がなされている。）。
第４　そこで，前記第２の認定事実にＦ鑑定の結果をも踏まえて，以下，被告人の
各犯行時における責任能力の有無についてさらに検討を加える。
１　犯行動機について
被告人は，Ｄからつきまとわれるなどの嫌がらせを受けたために自己の婚姻生活が
破綻したことを恨み，同人の周囲の者を標的にした嫌がらせを繰り返すことによ
り，同人を困らせて仕返しをするとともに，これによって得た国民健康保険被保険
者証等を利用して，消費者金融等から金員を騙取しようと考えて第１次事件を敢行
し，さらに，同事件の第１審判決を受けて釈放された後もＤに対する腹立たしい思
いを抑えきれず，同人に対する嫌がらせを企図して第２次事件を敢行したものであ
る旨，本件各犯行の動機を供述する。
　しかしながら，前記のとおり，被告人とＤとは，昭和５４年ころに不倫関係を解
消した後は，時折近況を報告する程度の関係しかなかったと認められるのであり，
Ｄから嫌がらせを受けたと被告人が思い込むこと自体が統合失調症の症状である妄
想知覚あるいは自閉的な思考のあらわれであると考えなければ，理解できないもの
である。加えて，被告人は，Ｅと離婚した直後は，Ｅに対してもＤに対すると同様
の嫌がらせをしており，そもそも，被告人が，Ｄに対する深い怨恨に基づいて本件
各犯行に及んでいるのかについても疑問を差し挟む余地がある。被告人が述べる犯
行動機は，連想弛緩により原因と結果という関係を形成していないというべきであ
って，統合失調症の影響を考慮に入れることなくして了解できないものである。
　検察官は，被告人の前記供述を踏まえ，本件各犯行動機は了解可能であると主張
するが，動機が形成される原因を考慮に入れていない点で皮相的なものといわざる
を得ず，採用することはできない。
２　犯行態様等について
  　本件各犯行は，私文書偽造等いわゆる知能犯と呼ばれるものであり，一般に
は，責任能力の問題が生じることのまれな犯罪類型である。しかしながら，関係各
証拠に基づいて本件各犯行態様を検討するに，例えば，第１次事件においては，被
告人は，さほど期間をおくことなくして，同じ区役所で，ＡとＢという別人を名乗
っての住民異動届を提出し，また，第２次事件においては，郵便局の窓口に提出す
るように書かれている文書を郵送し，さらには，各事件を通じて，被告人が偽造し



た文書には，本人であればおよそ間違えることのない誤記や，余事記載等が数多く
見うけられる。本件各犯行は，容易に犯行が発覚する点において，計画性に欠け，
極めて稚拙な態様と評価するほかない。かかる評価は，被告人の鑑定時における知
的能力が，統合失調症
の影響によって，精神発達遅滞に近い水準にあり，系統的，計画的な行動を遂行す
ることが困難な状態にあると認められることからも裏付けられるものである。
　　加えて，前記第２のとおり，被告人は，本件各犯行以前より，印鑑や収入印紙
を買いあさり，書類を書くなどの精神障害を疑わせる行動が見られたものである
が，Ｆ鑑定が指摘するとおり，本件各犯行の内容は，「書類・印鑑などを必要とす
るような事柄を選んで，相手の持つ権利を操作しようとする。」ことにおいて，前
記精神障害を疑わせる被告人の言動と，精神病理的にみて共通するものといえる。
かように犯行態様，犯行の内容からしても，被告人が統合失調症の影響下で犯行に
及んだものと評価することができる。
第５　結論
　以上の次第であって，当裁判所において取調べられた関係各証拠，とりわけ前記
第３のＦ鑑定の結果に鑑みれば，少なくとも，第２次事件の当時，被告人は，統合
失調症に罹患し，その影響下で第２次事件の各犯行に及んだものと認められ，是非
を弁別し，それに従って行動を制御する能力は欠けていたものというべきである。
そして，第１次事件についてみるに，前記第４で検討したことに加え，同事件は，
第２次事件のわずか半年前に敢行されたものであること，被告人は，遅くとも昭和
６１年には統合失調症を発病しており，以後同症状に対する医療措置は講じられ
ず，症状が寛解することはなかったと認められることをも併せ考えれば，第１次事
件の各犯行当時においても，被告人は，統合失調症の影響で心神喪失の状態下にあ
ったものと推認できる
ものというべきである（なお，Ｆ鑑定書の鑑定主文は，第２次事件当時の被告人の
精神状態についてのみ述べるものであるが，Ｆ鑑定の実質的な内容は，第１次事件
の各犯行当時も，被告人が統合失調症の影響により心神喪失状態にあったと判断し
ている。）。
　よって，被告人は，前記第１のとおりの各犯行を犯したものであるが，各犯行当
時心神喪失の状態にあったと認められるので，刑法３９条１項，刑事訴訟法３３６
条により，主文のとおり，被告人に対し無罪の言渡しをする。
（求刑・懲役３年６月，各偽造文書の偽造部分没収）
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